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動機

愛知県内に住みやすい市が多数存在

↓

なにが原因？

子育て支援政策！？
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テーマ決定

子育て支援政策

↓

子供の数に影響

出生率とそれに影響を与えている要因を分析

（女性人口・保育所定員数・児童福祉費）
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先行研究紹介1-1

名城大学 都市情報学研究

「子育て支援政策が出生率に及ぼす影響」

ー愛知県の市町村データを用いた実証分析ー

宮本由紀
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先行研究紹介1-2

 地方自治体が行う子育て支援政策が、
出生率にどのような影響を与えているのかを検証

 データ：平成17年度の愛知県の市町村別

標本数：63

被説明変数：出生率（出生数÷15歳以上45歳以下の女性数）

説明変数 : 婚姻数、児童福祉費、地価、所得、世帯数

分析方法：単回帰分析（クロスセクション）
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先行研究紹介1-3

 出生率と児童一人当たりの児童福祉費
(4歳以下、９歳以下、19歳以下の3区分)が負の相関関係にある

 私たちは、子育て支援政策と出生率に正の相関関係があると
予想しており、先行研究の結果とは異なる

 異なった理由の考察

単回帰分析である、データが１年分である→欠落変数のバイアス生じる

↓

パネルデータ採用
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パネルデータとは

 複数の観察個体を複数地点にわたって観察したデータ

 モデルにおいて、観察値を特定する添え字には、観察個体と時点の２つ必要

 (Y𝑖t, 𝑋 1𝑖t,... , 𝑋 𝑘𝑖t )は、( Yt, 𝑋 1,… , 𝑋 𝑘 )という変数iの時点tにおける値

 利点：重回帰分析に比べて欠落変数バイアスを回避できる可能性高い
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先行研究紹介2-1

会計検査研究

「子育て支援政策の出生率に与える影響：市区町村データの分析」

阿 部 一 知 原 田 泰

市区町村別の合計特殊出生率の要因を分析
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先行研究紹介2-2

・市区町村別のデータを、出生率決定の要因変数と政策変数を結合して

分析することにより政策効果を検証

・データ：主に平成12年の全国市区町村別

標本数：3234

被説明変数：合計特殊出生率

説明変数：一人当たり所得、女性賃金、地価、15 歳以上

通学者数対15～24 歳人口比率、保育所制約
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保育環境の未整備は，出生率に負の影響を及ぼす
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Rとは
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分析モデル

 𝑌𝑖 = 𝛽0 + 𝛽1𝑋1𝑖 + 𝛽2𝑋2𝑖 + 𝛽3𝑋3𝑖 + 𝑒𝑖

Y ・・・出生率（出生数/総人口）

𝑋1・・・20~39歳の女性人口比率（ 20~39歳の女性人口/総人口）

𝑋2・・・保育所定員数対子供人口比率（保育所定員数/0~4歳の子供の人口）

𝑋3・・・一人当たりの児童福祉費（児童福祉費/0~14歳の子供の人口）
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参考：記述統計表

出生率
20－39歳の
女性人口比率

保育所定員数対
子供人口比率

一人当たりの
児童福祉費

平均 0.008474 0.108878 1.170157 879.7809

標準誤差 0.000261 0.001663 0.266949 192.3765

中央値 (メジアン) 0.00834 0.108582 0.670336 524.0743

標準偏差 0.001607 0.010254 1.645586 1185.889

分散 2.58E-06 0.000105 2.707955 1406332

最小 0.005458 0.082451 0.0567 46.71638

最大 0.011481 0.141655 6.587092 4466.365
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検証① 単回帰分析1

 平成29年データを使用

 YとX1(女性人口比率）

→正の相関関係が見られたがP値が大きく有意な効果はない
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検証① 単回帰分析2

 平成29年データを使用

 YとX2(保育所定員数対子供人口比率)

→正の相関関係が見られた

→先行研究２と同様の結果と考えられる
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検証① 単回帰分析3

 平成29年データを使用

 YとX3(一人当たりの児童福祉費)

→正の相関関係が見られた

→先行研究１と異なり一人当たりの児童福祉費に効果があるといえる
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検証② 重回帰分析1

 平成29年データを使用

 YとX1(女性人口比率）、X2(保育所定員数対子供人口比率)、
X3(一人当たりの児童福祉費)

→女性人口比率に相関なし

保育所定員数対子供人口比率に負の相関

一人当たり児童福祉費に正の相関
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検証② 重回帰分析2

知見と考察

 女性人口は1年だけのデータでは有意な効果が認められない

 先行研究と異なる結果

児童福祉費 →使っている年度が10年以上異なっていることが原因か

保育所定員率→①保育所定員率が高いと女性が働きやすくなり子供を産む選択をしなくなる？

②子供が多い自治体が必要に迫られて保育所を作っている場合、 すでに

子供のいる女性が多いため、長期的に見れば正の相関があるかもしれないが、

１年で見ると正の相関が得られない？

※コントロールできていない可能性もある
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パネルデータモデル

 𝑌𝑖𝑡 = 𝛼𝑖 + 𝛽1𝑋1𝑖𝑡 +・・・+ 𝛽𝑘𝑋𝑘𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡

 𝑌𝑖𝑡 ・・・被説明変数（効果検証の対象）

 𝜶𝒊 ・・・固定効果（観察個体ごとに異なるが、時間を通じて一定）

 𝛽1~ 𝛽𝑘 ・・・係数（効果の大きさを判断）

 𝑋1𝑖𝑡~ 𝑋𝑘𝑖𝑡・・・説明変数（被説明変数に影響を与えていると考えられる要因）

 𝑢𝑖𝑡 ・・・誤差項（モデルによって説明できないもの）
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検証③ パネルデータ分析1

 先述のモデルを使用（再掲）

 𝑌𝑖𝑡 = 𝛼𝑖 + 𝛽1𝑋1𝑖𝑡 + 𝛽2𝑋2𝑖𝑡 + 𝛽3𝑋3𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡

 Y ・・・出生率（出生数/総人口）

 𝑋1 ・・・20~39歳の女性人口比率（ 20~39歳の女性人口/総人口）

 𝑋2 ・・・保育所定員数対子供人口比率（保育所定員数/0~4歳の子供の人口）

 𝑋3 ・・・一人当たりの児童福祉費（児童福祉費/0~14歳の子供の人口）
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参考：記述統計表

出生率
20－39歳の
女性人口比率

保育所定員数対
子供人口比率

一人当たりの
児童福祉費

平均 0.009565 0.128213 0.948966 651.0855

標準誤差 0.000105 0.000708 0.066527 52.5391

中央値 （メジアン） 0.009471 0.128699 0.473322 315.9998

標準偏差 0.002498 0.016903 1.567278 1239.967

分散 6.24E-06 0.000286 2.456361 1537519

最小 0.077312 0.077312 0.042677 26.50837

最大 0.189108 0.189108 18.02501 16480.13

24



検証③ パネルデータ分析2

 分析結果

 X1=女性人口比率、X2＝保育所定員数対子供人口比率、X3＝一人当たりの児童福祉費

→保育所定員数対子供人口比率が有意ではなくなり、女性人口比率の効果も負の相関に変わった

→重回帰分析では効果が追い切れていない、またはパネルデータ分析ないし先の二つの分析が

コントロールできておらず欠落変数バイアスの問題が生じていることが予想される
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検証③ パネルデータ分析3

 ダミー変数を作成

・中核市ダミー ・・・愛知県内の中核市（人口20万人以上の市）を１、それ以外を０

※ 中核市認定されていなくても20万人以上の市は選択

・前期計画ダミー ・・・子供・子育て応援プラン 前期計画施行以後(平17)を１、それ以外を０

・後期計画ダミー ・・・子供・子育て応援プラン 後期計画施行以後(平22)を１、それ以外を０

・新制度ダミー ・・・子供子育て支援新制度施行以後(平27)を１、それ以外を０

・市長ダミー ・・・市長の交代があった市の交代以後を１、それ以外を０

※ ２回以上あった場合は任期の長さでタイミングを選択

・ランキングダミー ・・・全国の市区町村の住みやすさランキングで50位以内のときのみ１、それ以外を０

※ 都市データパックをもとに作成 「安心度・利便度・快適度・富裕度」が基準

（何度か指標変更が行われたが、数値でなくあくまでランキングの順位を参考としているため影響が小さいと判断）
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検証③ パネルデータ分析4

 中核市ダミーを追加

 X1=女性人口比率、X2＝保育所定員数対子供人口比率、X3＝一人当たりの児童福祉費

→ダミーを使用した結果、女性人口比率で正の相関が見られた

27



検証③ パネルデータ分析5

 前期計画ダミー、後期計画ダミー、新制度ダミー、市長ダミーを追加

 X1=女性人口比率、X2＝保育所定員数対子供人口比率、X3＝一人当たりの児童福祉費

→４つとも、中核市ダミーを追加したときと類似する結果
ダミーを使用した結果、女性人口比率で正の相関が見られた
ダミーを入れなければ負の相関だったため、
ダミーの導入によって欠落変数バイアスの問題が部分的に解消され
本来の効果が表れたのではないかと推測

28



検証③ パネルデータ分析6
 ランキングダミーを追加

 X1=女性人口比率、X2＝保育所定員数対子供人口比率、X3＝一人当たりの児童福祉費

→ランキングダミーを使用した結果、全ての説明変数で有意

女性人口比率に正の相関

保育所定員数対子供人口比率に負の相関

一人当たりの児童福祉費に正の相関

→先行研究1と異なり、一人当たりの児童福祉費が出生率に対して影響があるといえる
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検証③ パネルデータ分析7

 全部のダミーを追加

 X1=女性人口比率、X2＝保育所定員数対子供人口比率、

X3＝一人当たりの児童福祉費

 ランキングダミーのみを追加した場合と

X1～X3の 分析結果が酷似していることから、

ランキングダミーによって欠落変数バイアス問題が

大きく解消しておりコントロールされた

有意な検証となっていることが想定される

 ランキングダミーを使用した結果、全ての説明変数で有意

女性人口比率に正の相関

保育所定員数対子供人口比率に負の相関

一人当たりの児童福祉費に正の相関

 後期計画ダミー、新制度ダミーで有意

後期計画ダミーに負の相関、新制度ダミーに正の相関
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結果・考察

 単回帰・重回帰では出てこなかった女性人口比率との相関が、
パネルデータ分析では出てくるようになった
→1年だけでは当てはまりがあまりよくなかったが、15年分のデータを
使用することで相関関係が認められるようになったと考えられる

 児童福祉費を増加させることが出生率が増加する主な要因であると考えたが
ランキングダミーを入れた結果当てはまりが良かったことから、
ダミーに含まれた欠落変数の出生率に対する有意性が推定される
→児童福祉費その他女性人口比率等だけでなく、
地価・交通事故数・気候（気温）など多くの要因が関係している
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結果・考察２

一人あたりの児童福祉費は出生率と正の相関関係

→児童福祉費を増額することは出生率を上げる要因たり得る

児童福祉費が大きく増加している後期計画ダミーで負の相関、

それほど増加していない新制度ダミーで正の相関が見られた

→出生率との相関が児童福祉費より強い変数が存在
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子供子育て新支援制度

出典：あいちはぐみんプラン2015－2019概要34



結果・考察３

児童福祉費を大きく増額することを主軸とした政策を
とっても効果はよくない

児童福祉費を増加させるだけでなく子育て新支援制度で
とられたような、出会いの機会の提供や地域での
「イクメン」の支援育成など子育て世代への支援を
行うことが出生率上昇に貢献しうると考えられる
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提言

 出生率は、児童福祉費の増加だけでなく、交通事故件数や水道料金などの

住みやすさにかかる事項に依存していることが欠落変数問題から想定される

→インフラなどの社会環境の整備も必要

→子育て支援新制度の成功から、子育て世代に注目した政策が

出生率をあげるために必要な政策ではないかと考える

・テレワークの強化

・ひとり親世帯へのセーフティネットの拡充

・地域のコミュニティの拡大支援（場を設ける）
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まとめ

 出生率は児童福祉費などのお金の額にも影響を受けるが、

それだけではなく、その市自体の気候などの自然環境や交通事故件数にも

影響を受ける可能性があることが判明

→子育て環境を充実させることも重要だが、子育てをする人が住みやすい街を
整備することも重要

特に子育て世代が働きつつ子育てのできる環境を

整える政策を取ることが重要
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今後の課題

具体的に児童福祉費より出生率に大きな相関を与えているものを
見つけることができなかった

データに欠損が多く見られてしまい、使用するデータが
限られてしまった

児童福祉費より大きな相関を与えているものとして
後期計画と新制度の差から子育て世代への支援ではないか
という結論に至ったが、その効果を実証分析できなかった
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